
令和６年度の取組について
（事務局案）

資料４



データの共有と活用の仕組みづくり

未来技術の活用とそれを前提とした仕組みづくり

未来技術を活用した産業振興と多様な主体の連携による新たな価値創造

未来技術を活用して将来にわたり安全・安心で豊かな生活の実現

施策の展開について（北海道Society5.0ロードマップ）

区 分

暮
ら
し

産
業

行
政

デ
ー
タ

基
盤

医療・福祉

教育

地域生活

交通・物流

環境・
エネルギー

感染症の
流行に備えた

対策

住民の暮らしに欠かせない地域交通・物流の安定的な確保
環境への負荷が少ない持続可能な社会の構築
強靭な北海道づくりと都市一極集中の解消

農林水産業

地場産業

観光振興

研究開発 社会資本整備

経済活動への
影響対策

多彩な地域資源を活かした世界が憧れる
観光立国北海道の更なる推進
産業活動や暮らしを支える社会資本の戦略的・
効率的な整備

行政の
デジタル化の

推進

利用者視点のデジタル化

マイナンバー制度

オープンデータの推進

広範な主体による公共データの利活用に向けたオープンデータの推進
官民連携による安全・安心なデータの利活用を通じた道民生活の向上データの利活用

情報通信基盤の整備 未来技術を支える社会的・人的基盤の整備

セキュリティ対策

デジタル人材の育成・確保

「北海道Society5.0」の実現を加速させる情報通信基盤の整備
「北海道Society5.0」を支えるセキュリティ対策

「北海道Society5.0」の実現に向けたデジタル人材の育成・確保

接触確認ｱﾌﾟﾘ等
を通じた

感染まん延
の防止

光ファイバ整備
を通じた

情報通信基盤
の確保 6

「
北
海
道S

o
c
ie
ty

」
実
現
へ

5
.0

安心で質の高い医療・福祉サービスの強化
北海道の未来をけん引する人づくり
道民生活の安全・安心の確保と利便性の向上

農林水産業の持続的な成長
地域経済を支える中小・小規模企業の産業力強化
と新たな成長企業の創出
「北海道Society5.0」の実現に向けた研究開発の推進

利用者視点でのデジタル化の推進
マイナンバー制度の円滑な運用とマイナンバーカードの普及・活用
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国の動向



国の動向

社会全体のデジタル化【Society5.0の実現】

デジタル化の基本戦略

デジタル臨時
行政調査会

国際戦略
の推進

包括的
データ戦略
の推進

サイバーセキュリ
ティー等の

安全・安心の確保

急速なAIの
進歩・普及を
踏まえた対応

Web3.0
の推進

デジタル田園都市
国家構想の実現

デジタルによる地域の
社会課題解決

デジタル田園都市
国家構想総合戦略

地方自治体のDX

自治体DX推進計画

デジタル社会の実現に向けた重点計画
デジタル社会形成基本法、官民データ活用推進基本法
【デジタル庁】

まち・ひと・しごと創生法
【内閣府】



国の動向 デジタル社会の実現に向けた重点計画①

令和5年6月に閣議決定

デジタル社会の実現に向けた重点計画紹介資料より引用



国の動向 デジタル社会の実現に向けた重点計画②

デジタル社会の実現に向けた重点計画紹介資料より引用



国の動向 デジタル社会の実現に向けた重点計画③

デジタル社会の実現に向けた重点計画紹介資料より引用



国の動向 デジタル田園都市国家構想総合戦略①

デジタル田園都市国家構想を実現するために、各府省庁の施策を充実・強化し、施策ごとに2023年度から
2027年度までの5か年のKPI（重要業績評価指標）とロードマップ（工程表）を位置づけたもの。
地方は、それぞれの地域が抱える社会課題などを踏まえて、地域の個性や魅力を生かす地域ビジョンを掲げた

「地方版総合戦略」の策定に努めます。国は、政府一丸となって、地域ビジョンの実現に向けた地方の取組を総
合的・効果的に支援していく。

デジタル実装に取り組む地方公共団体を
2024年度までに1,000団体
2027年度までに1,500団体

デジタル田園都市国家構想HPより引用



国の動向 デジタル田園都市国家構想総合戦略②

＜デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023改訂版）における改定概要：引用＞



国の動向 デジタル全総に向けた検討状況について

＜経済産業省_デジタルライフライン全国総合整備計画の策定に向けた検討状況について（2023/12/14）：引用＞



国の動向 デジタル全総に向けた検討状況について

＜経済産業省_デジタルライフライン全国総合整備計画の策定に向けた検討状況について（2023/12/14）：引用＞

スケジュール



国の動向 デジタル全総に向けた検討状況について

＜経済産業省_デジタルライフライン全国総合整備計画の策定に向けた検討状況について（2023/12/14）：引用＞

中間とりまとめのポイント
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道の取組



道の取組（①暮らし）

区分 計画における施策の展開方針 主な取組

暮
ら
し

(a) 安全で質の高い医療・福祉サービスの強化  遠隔医療・遠隔介護等の推進
 介護ロボット導入の推進 など

(b) 北海道の未来をけん引する人づくり  学校のICT環境の整備充実
 道立学校のICT活用支援 など

(c) 道民生活の安全・安心の確保と利便性の向上  ICTを活用した鳥獣害対策 など

(d) 住民の暮らしに欠かせない地域交通の安定的
な確保

 北海道型のMaaSの展開
 自動運転、EV開発の促進 など

(e) 環境への負荷が少ない持続可能な社会の構築  環境・エネルギー産業の振興
 ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組 など

(f) 強靱な北海道づくりと都市一極集中の解消  公共交通機関利用の普及・促進
 データセンター、サテライトオフィスの誘致・集積
 ICTを活用した防災対策
 建設現場でのICT活用の普及 など

(1) 「暮らし」～未来技術を活用して将来にわたり安全・安心で豊かな生活の実現



道の取組（②産業）

区分 計画における施策の展開方針 主な取組

産
業

(a) 農林水産業の持続的な成長  スマート農林水産業の推進 など

(b) 地域経済を支える中小・小規模企業の産業力
強化と新たな成長企業の創出

 中小企業へのICTの導入、DXの推進
 データセンター集積推進
 次世代半導体製造拠点整備支援、関連産業の振興
 宇宙関連ビジネスの創出 など

(c) 「北海道Society5.0」の実現に向けた研究開
発の推進

 あらゆる分野へのドローンの活用
 大学や研究機関との連携による新技術の開発
 民間の技術と市町村の課題をマッチング など

(d) 多彩な地域資源を活かした世界が憧れる観光
立国北海道の更なる推進

 ホームページ、SNSによる北海道の魅力発信 など

(e) 産業活動や暮らしを支える社会資本の戦略
的・効率的な整備

 建設現場でのICT活用の普及（再掲）
 ICTを活用した構造物の点検、省力化 など

(2) 「産業」～未来技術を活用した産業振興と多様な主体の連携による新たな価値創造



道の取組（③行政）

区分 計画における施策の展開方針 主な取組

行
政

(a) 利用者視点でのデジタル化の推進  道内自治体の行政手続きオンライン化の推進
 自治体DXの推進
 スマート道庁の推進
 道庁テレワークの推進 など

(b) マイナンバー制度の円滑な運用とマイナン
バーカードの普及・活用

 マイナンバー制度の普及、啓発
 マイナンバーカードの利用促進 など

(3) 行政～未来技術の活用 を前提とした仕組みづくり



道の取組（④データ利活用）

区分 計画における施策の展開方針 主な取組

デ
ー
タ
利
活
用

(a) 広範な主体による公共データの利活用に向け
たオープンデータの推進

 道内自治体のオープンデータ推進
 道庁保有データのオープンデータ化の促進
 ＡＩを活用したデータ利活用の促進
 データ利活用人材の育成 など

(b) 官民連携による安全・安心なデータの利活用
を通じた道民生活の向上

 データ連携基盤整備のための情報収集
 地域IoT実装とデータ収集・利活用による地域課題の

解決 など

(4) データの利活用～データの共有と活用の仕組みづくり

データ利活用については
引き続きワーキンググループで検討



道の取組（⑤基盤整備）

区分 計画における施策の展開方針 主な取組

基
盤
整
備

(a) 「北海道Society5.0」の実現を加速させる情
報通信基盤の整備

 地域における通信環境の格差解消
 ５G、光ファイバなどの高速通信網の整備 など

(b) 「北海道Society5.0」を支えるセキュリティ
対策

 情報システムのセキュリティ対策
 個人情報流出防止対策 ほか

(c) 「北海道Society5.0」の実現に向けたデジタ
ル人材の育成・確保

 北海道職員のデジタル人材育成に関する計画の実行
 データ利活用人材の育成（再掲） など

(5) 基盤整備～未来技術を支える社会的・人的基盤の整備



令和６年度の会議スケジュール

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第１回
会議

第２回
会議

報告書
取りまとめ

ワーキンググループによる検討

【令和６年度の予定】
1. ６月に第１回会議、２月に第２回会議を開催
2. 各ワーキンググープによる重点事項の検討（７月～12月）

ワーキンググループは３～４回の会合を実施
3. ワーキンググループの検討結果を取りまとめ、第２回会議に報告

地域情報化推進会議

広報・周知


